
投資的経費

人件費
10億8,766万8千円（11.9％）

扶助費
8億6,166万円（9.4％）

維持補修費  9,953万5千円（1.1％）

その他（積立金・貸付金）
5億1,934万9千円（5.7％）

91億
3,832万円

義務的経費

40億
4,749万
2千円
（44.4％）

その他の経費

歳　出 公債費
7億8,594万6千円
（8.6％）

27億3,527万4千円
（22.9％）

23億5,555万4千円
（25.7％）

普通建設事業費
20億4,084万2千円
（22.3％）

災害復旧事業費
3億1,471万2千円（3.4％）

物件費
16億2,696万3千円
（17.8％）

繰出金
7億2,690万4千円
（8.0％）

補助費等
10億7,474万1千円
（11.8％）

100.0％

令
和
２
年
度
か
ら
取
り
組
ん
で
い

る
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
対
策
に
お
い
て
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
ワ
ク
チ
ン
の
接
種
事
業
に
つ
い

て
町
内
の
医
療
機
関
と
の
連
携
に
よ
る

体
制
構
築
に
よ
り
、
オ
ン
ラ
イ
ン
予
約

シ
ス
テ
ム
等
も
取
り
入
れ
な
が
ら
３
回

目
ま
で
の
接
種
で
延
べ
２
７
，
４
６
０

人
に
対
し
て
接
種
を
行
い
ま
し
た
。

　

ま
た
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
の
影
響
を
受
け
て
い
る
町
民
税
非
課

税
世
帯
１
世
帯
あ
た
り
10
万
円
を
給
付

す
る
臨
時
特
別
支
援
給
付
金
の
実
施
や

子
育
て
世
帯
へ
の
臨
時
特
別
給
付
金
等

の
支
給
、
町
内
の
事
業
所
や
農
家
等
に

対
す
る
支
援
等
も
実
施
し
ま
し
た
。

　

原
子
力
災
害
か
ら
の
復
旧
・
復
興
事

業
に
お
い
て
は
、
山
木
屋
地
区
の
水
田

の
広
域
的
な
営
農
再
開
を
推
進
し
、
農

業
者
の
帰
還
促
進
を
行
う
た
め
、
水
稲

生
産
収
穫
調
整
機
械
と
穀
類
乾
燥
調
製

施
設
の
整
備
を
行
い
ま
し
た
。

　

ま
た
、
除
染
対
策
事
業
に
お
い
て
は
、

仮
置
場
返
還
の
加
速
化
に
努
め
、
町
内

7
か
所
の
変
更
工
事
を
実
施
し
ま
し
た
。

教
育
費
に
お
い
て
は
、
令
和
４
年

４
月
の
小
学
校
再
編
へ
向
け
て
、

川
俣
小
学
校
の
校
舎
の
大
規
模
改
修
や

プ
ー
ル
の
改
築
、
周
辺
道
路
の
整
備
な

ど
を
行
う
と
と
も
に
、
標
準
服
が
新
し

く
な
る
こ
と
に
よ
る
保
護
者
の
負
担
を

軽
減
す
る
た
め
、
標
準
服
の
支
給
を
実

施
し
ま
し
た
。

　

一
方
で
、
閉
校
と
な
る
各
小
学
校
に

お
い
て
は
地
域
と
と
も
に
閉
校
事
業
を

実
施
し
ま
し
た
。

　

児
童
施
設
に
お
い
て
も
、
令
和
５
年

４
月
か
ら
の
幼
稚
園
・
保
育
園
を
再
編

し
た
認
定
こ
ど
も
園
の
開
設
に
向
け
て
、

再
編
先
と
な
る
川
俣
南
小
学
校
の
改
修

の
た
め
の
実
施
設
計
を
行
い
ま
し
た
。

施
設
の
老
朽
化
や
耐
震
性
が
課
題

と
な
っ
て
い
た
中
央
公
民
館
に

つ
い
て
は
、
耐
震
補
強
・
施
設
改
修
工

事
を
実
施
し
、
耐
震
ブ
レ
ー
ス
や
エ
レ

ベ
ー
タ
ー
の
設
置
、
ト
イ
レ
の
洋
式
化

等
に
着
手
し
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
安
全

で
使
い
や
す
い
施
設
を
目
指
し
ま
し
た
。

　

そ
の
ほ
か
、
令
和
3
年
２
月
13
日
に

発
生
し
た
福
島
県
沖
地
震
に
お
い
て
被

災
し
た
山
木
屋
中
学
校
、
山
木
屋
公
民

館
、
川
俣
町
体
育
館
等
の
災
害
復
旧
工

事
を
早
急
に
実
施
す
る
と
と
も
に
、
令

和
元
年
東
日
本
台
風
に
よ
り
甚
大
な
被

害
を
受
け
た
農
業
用
施
設
等
の
復
旧
を

引
き
続
き
行
い
、
令
和
元
年
東
日
本
台

風
の
災
害
復
旧
は
令
和
３
年
度
で
完
了

と
な
り
ま
し
た
。

引
き
続
き
コ
ロ
ナ
対
策
を

教
育
関
係
を
重
点
的
に

施
設
の
工
事
を
実
施

新型コロナウイルス感染

症対策のほか施設の工事

など盛りだくさんの内容

ですね！
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町
の
財
政
健
全
性
は
、
全
国
共
通

の
指
標
「
経
常
収
支
比
率
」
を

用
い
て
評
価
で
き
ま
す
が
、
こ
れ
は
数

値
が
低
い
ほ
ど
財
政
に
弾
力
性
が
あ
り
、

資
金
の
自
由
度
が
高
い
こ
と
を
表
し
て

い
ま
す
。
令
和
3
年
度
決
算
に
お
い
て

は
、
前
年
度
よ
り
５
．
５
ポ
イ
ン
ト
改

善
し
た
８
１
．
７
％
と
な
り
ま
し
た
。

要
因
と
し
て
は
、
分
母
と
な
る
歳
入
の

経
常
一
般
財
源
の
額
が
、
普
通
交
付
税

及
び
臨
時
財
政
対
策
債
の
伸
び
に
伴
い

増
額
と
な
っ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

ま
た
、
財
政
の
健
全
性
を
示
す
比
率

で
町
の
借
入
金
や
債
務
負
担
行
為
に
よ

る
支
出
予
定
額
な
ど
、
将
来
町
が
負
担

す
る
負
債
の
程
度
を
示
す
「
将
来
負
担

比
率
」
は
、
前
年
度
の
１
６
．
８
％
か

ら
１
４
．
９
ポ
イ
ン
ト
と
大
幅
に
改
善

さ
れ
１
．
９
％
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の

主
な
要
因
と
し
て
は
、
地
方
債
現
在
高

や
退
職
手
当
負
担
額
の
増
加
が
生
じ
て

い
る
一
方
で
、
減
債
基
金
や
火
葬
場
基

金
へ
の
積
立
を
行
っ
た
こ
と
や
地
方
交

付
税
算
入
額
の
有
利
な
起
債
（
借
金
）

を
行
っ
て
い
る
こ
と
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

町
の
財
政
の
健
全
性
は
？

令和 3 年度決算に基づく「健全化判断比率」 令和 3 年度決算に基づく「資金不足比率」

※実質赤字額及び連結実質赤字額がない場合は「―」で表示 ※資金不足がない場合は「―」で表示

区分
川俣町の健全化判断比率

増減 早期健全化
基準R3 R2

①実質赤字比率 ― ― ― 15.0

②連結実質赤字比率 ― ― ― 20.0

③実質公債費比率 4.4 4.5 ▲ 0.1 25.0

④将来負担比率 1.9 16.8 ▲14.9 350.0

特別会計の名称 川俣町の資金不足比率 増減 経 営 健 全
化基準R3 R2

水道事業会計 ― ― ― 20.0

簡易水道事業
特別会計

― ― ― 20.0

工業団地造成事業
特別会計

― ― ― 20.0

■
財
政
力
指
数
（
3
か
年
の
平
均
）

財
政
の
豊
か
さ
を
示
す
「
1
」
に
近
い
ほ
ど

財
政
に
余
裕
が
あ
る
と
見
な
さ
れ
、「
1
」

を
超
え
る
自
治
体
に
は
、
交
付
税
が
交
付
さ

れ
な
い
。

■
経
常
収
支
比
率

数
値
が
低
い
ほ
ど
自
由
に
新
規
事
業
が
実
施

で
き
、
高
い
ほ
ど
決
ま
っ
た
事
業
に
し
か
財

源
を
支
出
で
き
な
い
。

■
実
質
赤
字
比
率

一
般
会
計
な
ど
の
実
質
収
支
の
合
計
が
赤
字

と
な
っ
た
場
合
、
標
準
財
政
規
模
（
※
）
に

対
す
る
赤
字
額
の
割
合（
家
庭
に
例
え
れ
ば
、

年
収
に
占
め
る
年
間
の
赤
字
の
割
合
）

■
連
結
実
質
赤
字
比
率

一
般
会
計
、
特
別
会
計
の
実
質
収
支
額
、
公

営
企
業
の
資
金
剰
余
（
不
足
）
額
の
合
計
が

赤
字
と
な
っ
た
場
合
、
標
準
財
政
規
模
に
対

す
る
赤
字
額
の
割
合
。

■
実
質
公
債
費
比
率

一
般
会
計
な
ど
が
負
担
す
る
元
利
償
還
金
及

び
準
元
利
償
還
金
の
標
準
財
政
規
模
に
対
す

る
割
合
の
3
か
年
平
均
値
（
家
庭
に
例
え
れ

ば
、
年
収
に
占
め
る
年
間
の
借
金
返
済
額
の

割
合
）。

■
将
来
負
担
比
率

一
般
会
計
な
ど
が
将
来
負
担
す
べ
き
実
質
的

な
負
債
の
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
割
合

（
家
庭
に
例
え
れ
ば
、
負
債
残
高
が
年
収
の

何
年
分
に
相
当
す
る
か
示
し
た
割
合
）。

用
語
説
明

※標準財政規模…標準税収入額（町税、地方譲与税など）+普通交付税額 +臨時財政対策債発行可能額

区分 R3 R2

財政力指数 0.36 0.38

区分 R3 R2

経常収支比率 81.7 87.2

令和 3 年度決算に基づく「財政力指数」

令和 3 年度決算に基づく「経常収支比率」

　平成 19 年度から、新しい財政指標を算定し監査
委員に審査を受け、その意見を付して議会に報告す
るとともに公表することが義務付けられました。
　一般会計などについては、下表（左）①から④ま
での指標、公営企業会計は下表（右）に資金不足比
率を算定しています。前年度と比べ実質公債費比率
は 0.1 ポイント減となり、将来負担比率は 14.9 ポ
イント改善されました。早期健全化基準を大きく下
回っており、町の財政は健全な状態といえます。

川俣町の財政は去年に引き続き「健全な状態」

かわまた 2022-105


